4ｍ１．制度の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1）概要と目的
①　この制度は、大分県在住のひとり親家庭の資格取得の促進を図るため、「高等職業訓練促進給付
金」の支給を受ける方で、養成機関を修了し、資格を取得し、大分県内において取得した資格が必
要な業務に従事しようとする方に貸付ける資金です。
②　養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に大分県内において就職し、取得した資
　格が必要な業務に従事し、５年間引き続き業務に従事した場合は返還債務の全部が免除されるほか、
　一定の事由に該当する場合は、返還債務の全部または一部が免除されることがあります。

（2）貸付対象者
以下の要件をすべて満たす方を貸付対象とします。
　　　
①　母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号。以下「法」という。）第31条第2号に
規定する母子家庭高等職業訓練促進給付金及び法第31条の10において準用する法第31条第2号に
規定する父子家庭高等職業訓練促進給付金（以下「高等職業訓練促進給付金」という。）の支給を受
ける方。
　    ②　大分県に住民登録をしている方。
　　　③　高等職業訓練促進給付金の対象となった養成機関を修了し、資格を取得し、大分県内において、
取得した資格が必要な業務に従事しようとする方。
　　　④　他の都道府県で本訓練促進資金を借り受けていない方。

（3）貸付額
　　　　貸付金額は、次の金額を上限とします。
　　
1 入学準備金　500,000円以内
　　　　　高等職業訓練促進給付金の対象となっている養成機関へ入学する際の準備金
2 就職準備金　200,000円以内
　　　　　高等職業訓練促進給付金の対象となっている養成機関の課程を修了し、資格を取得した方が就職
する際の準備金

（4）利　子
　　　①　連帯保証人を立てる場合は無利子とします。
　　　②　連帯保証人を立てない場合は、返還の債務の履行猶予期間中は無利子とし、履行猶予期間経過後は
　　　　年1.0％の利率を徴収します。
ただし、正当な理由なく返済期限までに返還しなかった場合は、最終返還期限日から起算して、残元
金に対して返還の日までの日数に応じ、年5.0％の延滞利子を徴収します。

　（5）連帯保証人
　　　①　連帯保証人の要否については、上記（４）により借受人が選択することができます。
ただし、貸付を希望する方が未成年の場合で、連帯保証人を立てる場合は、法定代理人（親権者
又は後見人）でなければなりません。
　　　②　連帯保証人は、貸付を受けた方と連帯して債務を負担し、その保証債務は県社協要綱第12の規定
　　　　による延滞利子（年5.0％の利率）を含みます。

ｍ２．貸付の申請　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1）申請方法
貸付を受けようとするときは、貸付申請書(様式第1号)に次の書類を添付し、高等職業訓練促進給付
金の支給手続きを行った福祉事務所の母子・父子自立支援員に相談のうえ、申請して下さい。

1 高等職業訓練促進給付金の支給決定通知書の写し
2 住民票謄本（世帯全員の記載のあるもの）
3 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金個人情報取扱同意書（様式第2号）
4 所得・課税証明書（連帯保証人分）
5 養成機関の在学証明書【入学準備金申請者のみ】
6 養成機関の課程を修了したことを証明する書類【就職準備金申請者のみ】
7 当該養成機関を経て取得した資格を証明する書類【就職準備金申請者のみ】

      ※その他、必要な場合は上記以外の書類の提出を求めることがあります。

（2）他の貸付制度等との併用
① 県社協が実施主体となっている介護福祉士修学資金や保育士修学資金との併用はできません。
② 国の専門実践教育訓練給付金との併用はできません。
　　　　
ｍ３．貸付の決定と交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　
（1）貸付決定
　　　　貸付の可否を「貸付決定通知書」、または「貸付不承認通知書」により申請者及び連帯保証人へ
通知します。　

（2）提出書類
　　　「貸付決定通知書」を受け取った日から14日以内に下記①～⑤の書類を提出して下さい。

①　借用証書（様式第3号）
　　　②　誓約書（様式第4号）
　　　③　印鑑登録証明書（申請者、連帯保証人、法定代理人）
　　　④　振込口座申請書（様式第5号）
　　　⑤　振込口座通帳のコピー（支店名、口座番号、名義の分かるページ）

（3）資金の交付
　　　　資金の交付は、申請者が指定する口座に、県社協会長が定めた日に一括交付します。
　 　　 
ｍ４．貸付契約の解除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　以下のいずれかに該当することとなった場合には、貸付契約が解除されます。　

・退学したとき。
・心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。
・死亡したとき。
・借受人が貸付期間中に貸付契約の解除を申し出たとき。
・その他訓練促進資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。　　

ｍ５．返還の債務の当然免除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一定の要件を満たした場合は、修学資金の返還が全額免除されます。

（1）免除の条件
　　　　①　借受人が養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から1年以内に就職し、大分県内において
取得した資格が必要な業務に従事し、5年間継続してその業務に従事したとき。
· 就業とは、1週間の所定労働時間20時間以上とします。
なお、返還免除要件を達成するまでの期間、返還猶予を受けておく必要があります。
期限までに手続を行わず猶予を受けていない場合には、業務に従事していた場合でも返還開始と
なります。　
また、5年間継続した業務の従事の詳細については、P10「14.業務従事中とみなす求職活動に
ついて」をご参照下さい。
②　借受人が上記①の期間中に業務上の事由により死亡、又は業務に起因する心身の故障のため業務
　を継続することができなくなったと認められるとき。　

（2）提出書類
　　　　①　返還免除申請書 （様式第12号）
　　　　②　業務従事期間証明書（様式第13号）、求職活動状況報告書（様式第14-1号）、求職活動確認票
（様式第14-2号）
　　　　③　(1)②の場合、当該理由についての証明書となる医師の診断書等の写し。

　　（3）免除の決定
返還免除の可否を審査決定し、その結果を借受人及び連帯保証人に通知します。

ｍ６．返　　還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（1）返還対象
　　　　　以下のいずれかに該当することとなった場合には、当該事由が生じた日の属する月の翌月から貸付
金を返還していただきます。
①　貸付契約が解除されたとき。
②　養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に大分県内において取得した資格が必要
な業務に従事しなかったとき。
③　大分県内において、取得した資格が必要な業務に従事する意思がなくなったとき。
④　業務外の事由により死亡、または心身の故障により業務に従事できなくなったとき。
        
（2）提出書類
　　　　「訓練促進資金 返還計画」（様式第15号）、「休学・停学・復学・留年・解約届」(様式第6号)
または「異動届」（様式第7号）
　
　　（3）返還方法
　　　当社協が作成する返還通知書に基づき、原則として月賦により指定された金融機関口座へ送金
していただきます。なお、繰り上げて返還することは可能です。
　　　　　　　　　
	返還額
	返 還 年 数

	40万円未満
	1年

	40万円以上
	返還期間は、返還額が40万円を増すごとに1年を加算



　　（4）返還口座
　　　　　返還金は指定する当社協の口座に振り込みをしていただきます。
· 振込手数料は借受人負担となります。

７．返還の債務の履行猶予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
次のいずれかに該当することとなった場合には、当該事由が継続する期間、訓練促進資金の返還を
猶予することができます。
（1）猶予対象
　　　 ①　貸付を解除された後、引き続き貸付決定時に在学していた養成機関に在学しているとき。
　　　 ②　貸付決定時に在学していた養成機関を卒業後、引き続き他種の養成機関において修学している
とき。
　　　 ③　養成機関修了し、かつ、資格取得した日から1年以内に大分県内において、取得した資格が必要な
業務に従事しているとき。
　　　 ④　災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により訓練促進資金の返還が困難であると認めら
れるとき。

（2）提出書類
返還猶予申請書（様式第11号）及び各事由を証明する書類等
　・在学届（様式第6-2号）
　・勤務時間週/20時間以上が明記されているもの。（雇用契約書の写しなど）
　・業務従事期間証明書（様式第13号）＊前年度、業務に従事していた方。

（3）提出期限
当該事由が生じた日から14日以内。

（4）履行猶予の決定
申請に基づき返還猶予の可否及び期間を決定し、その結果を借受人及び連帯保証人に通知します。

ｍ８．返還の債務の裁量免除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1）免除対象
借受人が、一定期間以上、大分県内において、取得した資格が必要な業務に従事したとき。
※ただし、本人の責による事由で免職、または特別な事情がなく退職した方については免除
対象となりません。
　
（2）返還額の算出方法
免除の額は、要綱第８の１に規定する業務に従事した年数を５で除した数値を、貸付額に乗じて
得た額となります。

（3）提出書類
返還免除申請書（様式第12号）
※その他、各事由別の必要書類については、別紙「11.申請・届け出に必要な書類」を参照ください。

　　（4）免除の決定
返還免除の可否を審査決定し、その結果を借受人及び連帯保証人に通知します。

１９．現況確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
養成機関修了後から返還が免除されるまでの間、毎年4月1日現在の状況について報告書を提出して
いただきます。
　   (1)　提出書類
　　　 ①現況報告書（様式第10号）
　　　 ②返還猶予申請書 （様式第11号）
　　　 ③業務従事期間証明書 （様式第13号）　＊前年度、業務に従事していた方のみ
　　※　業務従事期間証明書は、前年度（4月1日から翌年3月31日までの間）に業務に従事していたことの
証明となります。返還免除となるまで毎年度提出していただくこととなります。

[bookmark: _GoBack] (2)　提出期限　　　　毎年6月15日まで

１０．届出の義務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以下のいずれかに該当することとなった場合には、その事由が生じた日から14日以内に所定の様式
証明する書類を添付して提出して下さい。

・借受人または連帯保証人の住所・氏名・勤務先その他重要な事項に変更があったとき。
・養成機関を休学、復学、留年、修了したとき。
・養成機関を進級したとき。
・停学又は退学の懲戒処分を受けたとき。
・訓練促進資金を解約するとき。
・就職または離職したとき。
・養成機関を修了し、資格を取得した日から１年以内に、大分県内において取得した資格が必要な業務に従事にしなかったとき。
・養成機関修了後、さらに他種の養成機関において修学しているとき。
・養成機関で修学した資格を取得できなかったとき。
・大分県内において、取得した資格が必要な業務に従事する意思がなくなったとき。
・連帯保証人を変更するとき。
・借受人又は連帯保証人が死亡したとき。
・災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により訓練促進資金の返還が困難であると認められる
とき。
　　　　※期日までに届出及び所定の書類のご提出がない場合は、貸付金の返還手続きに移行しますので、
　　　　　くれぐれもご注意下さい。
１１．諸様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※コピーしてご利用ください。ホームページからもダウンロードできます。
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